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・ 中国国家知識産権局（CNIPA）は、2019年9月25日（こ『専利審査指南』

の改訂に関する公告（No.328）を発行し、2019年11月1日から改訂された『専

利審査指南』が実施されることを発表した。今度に改訂された重要な側面は、進歩

性の「3段階の方法Jの判断方法、及び公知常識の挙証に関する関連規定の改訂

にある。本文は、この部分について解読する。
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『専利審査指南』改訂に関する進歩性部分の解読 

中国国家知識産権局（CNIPA）は、2019年 9月 25日に『専利審査指南』の改訂に関する公告（No.328）
を発行し、2019年 11月 1日から改訂された『専利審査指南』が実施されることを発表した。今度に改訂
された重要な側面は、進歩性の「3段階の方法」の判断方法、及び公知常識の挙証に関する関連規定の改訂
にある。本文は、この部分について解読する。 

一、改訂の内容 
『専利審査指南』 
（2010年 2月 1から施行） 

『専利審査指南』[1] 
（2019年 11月 1から施行） 

改訂 1 第二部分第四章 
3.2.1.1 判断方法 
（2）発明の区別される特徴及び

発明で実際に解決する技術的問題
を確定する 
  審査において、発明で実際に解決
する技術的問題を客観的に分析し、
確定しなければならない。そのた
め、先ずは保護を請求する発明が最
も近似した従来技術に比べて、どん
な区別される特徴があるかを分析
し、それからこの区別される特徴で
達成できる技術的効果に基づき、発
明で実際に解決する技術的問題を
確定しなければならない。この意味
で言えば、発明で実際に解決する技
術的問題とは、より良好な技術的効
果を得るために最も近似した従来
技術に対し改善する必要のある技
術的任務を言う。 

第二部分第四章 
3.2.1.1 判断方法 
  （2）発明の区別される特徴及び
発明で実際に解決する技術的問題
を確定する 
  審査において、発明で実際に解決
する技術的問題を客観的に分析し、
確定しなければならない。そのた
め、先ずは保護を請求する発明が最
も近似した従来技術に比べて、どん
な区別される特徴があるかを分析
し、それから保護を請求する発明に
おける当該区別される特徴で達成
できる技術的効果に基づき、発明で
実際に解決する技術的問題を確定
しなければならない。この意味で言
えば、発明で実際に解決する技術的
問題とは、より良好な技術的効果を
得るために最も近似した従来技術
に対し改善する必要のある技術的
任務を言う。 

改訂 2 第二部分第四章 
3.2.1.1 判断方法 
  改めて確定した技術的問題は、お
そらく各発明の具体的な状況によ
り定める必要がある。その分野の技
術者が当該出願の説明書に記載さ
れた内容からその技術的効果を知
り得るものなら、原則として、発明
のいかなる技術的効果でも改めて
技術的問題を確定する基礎とする

第二部分第四章 
3.2.1.1 判断方法 
  改めて確定した技術的問題は、お
そらく各発明の具体的な状況によ
り定める必要がある。その分野の技
術者が当該出願の説明書に記載さ
れた内容からその技術的効果を知
り得るものなら、原則として、発明
のいかなる技術的効果でも改めて
技術的問題を確定する基礎とする
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ことができる。 ことができる。機能的に相互支持
し、相互作用関係のある技術的特徴
については、保護を請求する発明に
おける当該技術的特徴とそれらの
関係で達成できる技術的効果を、全
体的に考慮しなければならない。 

改訂 3 第二部分第八章 
4.10.2.2 審査意見通知書の正文 
  審査官が審査意見通知書におい
て引用した当分野の公知常識は、確
実ものでなければならない。出願人
が審査官の引用した公知常識につ
いて異議を申し立てた場合には、審
査官は理由を説明するか、又は相応
の証拠を提供して証明できるよう
にしなければならない。 

第二部分第八章 
4.10.2.2 審査意見通知書の正文 
  審査官が審査意見通知書におい
て引用した当分野の公知常識は、確
実ものでなければならない。出願人
が審査官の引用した公知常識につ
いて異議を申し立てた場合には、審
査官は、相応の証拠を提供して証明
できるか、理由を説明するか、又は
理由を説明しなければならない相
応の証拠を提供して証明しなけれ
ばならない。審査意見通知書では、
審査官が特許請求の範囲における
技術的問題の解決に貢献する技術
的特徴を公知常識として認定する
場合、通常、証拠を提供して証明し
なければならない。 

二、改訂についての解読 

1、技術的問題の確定による厳しい要求の提出 

周知のように、『専利審査指南』（以下、「指南」
と略す）では、進歩性を評価するために、通常「3
段階の方法」を使用され、そのうち、第 2段階は発
明で実際に解決する技術的問題の確定方法が規定
されている。第 2段階は、進歩性の判断にとって極
めて重要な段階であり、この段階の判断が合理的で
あるかどうかは、第 3段階の「技術的啓示があるか
否か」の結論の正確さに大きな影響を与える。 

『専利審査指南』の改訂前、区別される特徴が達
成できる技術的効果に基づいて発明で実際に解決
する技術的問題を確定することが要求される。改訂
後、当該区別される特徴が保護を請求する発明にお
いて達成できる技術的効果に基づいて、発明で実際
に解決する技術的問題を確定することが要求され

る（上記の改訂 1 を参照）。また、改訂後の『専利
審査指南』には、さらに、「機能的に相互支持し、
相互作用関係のある技術的特徴について、上記の技
術的特徴とそれらの関係の、保護を請求する発明に
おいて達成する技術的効果を、全体的に考慮しなけ
ればならない」ということが指摘されている（上記
の改訂 2を参照）。 

a．改訂された指南の要求に基づいて技術的問題
を確定する場合、区別される特徴自体の効果又は当
該特徴のその他の技術方案における効果を考慮す
ることではなく、当該特徴の本発明における効果を
考慮しなければならない。 

改訂された『専利審査指南』に基づいて技術的問
題を確定する方法について、CNIPAは、次のような
例を示した。 

本発明の技術方案は次の通りである。 
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発明者は、ジフェニルスルホン化合物の調製中、
ジフェニルスルホン化合物の製品が着色される問
題があり、その理由は、容器内の金属イオンの滲出
によるもので、着色は製品の品質に影響を与える可
能性があることが発見された。本発明によって提案
された解決方案は、金属イオンの滲出を避けるよう
に、容器にガラス又はフッ素含油樹脂などであって
もよい耐食層を追加した。 

本発明の説明書の記載によると、発明が解決しよ
うとする技術的問題は、金属イオンによるジフェニ
ルスルホン化合物の製品の着色を防止することで
ある。

本発明の請求項 1には、ジフェニルスルホン化合
物の調製方法を保護することが要求され、内壁に耐
食層を有する容器内で反応が行われることが限定
された。 

引用文献 1には、ジフェニルスルホン化合物の精
製方法が開示され、請求項 1と引用文献 1との区別
は、本発明で使用される容器が耐食層を有すること
にある。ところが、引用文献 1は、反応容器に何の
要求も提出されず、ジフェニルスルホン化合物の製
品の着色問題も言及しなかった。 

審査官は引用文献 1を検索した後、区別される特
徴は、引用文献 1には、容器が耐食層を有すること
が開示されていないことである、と考えた。この区
別される技術的特徴に基づき、以下のように、技術
的問題を確定する 2つの方法があるかもしれない。 

一つの方法として、区別される特徴は本発明が耐
食層を有することであるため、本発明で実際に解決
する問題は「容器の腐食を防止する方法」であると
考えることができる。 

もう一つの方法として、本発明の耐食層は、金属
イオンの滲出による製品着色を防止するためのも
のであることを考慮して、本発明が解決しようとす
る技術的問題は、「ジフェニルスルホン化合物の製
品の着色を防止する方法」であることが確定できる。 

上記の技術的問題を確定する第 1の方法は、区別
される特徴自体が果たす役割のみを考慮したが、当
該区別される特徴の本発明において果たす役割を
考慮しなかった。したがって、改訂された『専利審
査指南』における技術的問題の確定方法に関する要

求を満たしていない。技術的問題を確定する第 2の
方法は、耐食層の本発明において果たす役割を考慮
した。したがって、改訂された『専利審査指南』に
おける技術的問題の確定方法に関する要求を満た
している。 

b．改訂された指南の要求に基づいて、確定され
る技術的問題は具体的であるべきで、上位すぎるこ
とはできない。上位すぎる場合、当該技術的問題は、
当該区別される特徴の保護を請求する発明におい
て達成できる技術的効果に基づいて確定した技術
的問題ではなく、従来又は一般的な技術的問題であ
る。 

実際には、このような審査意見を受け取ることが
ある。例えば、審査官は最も近似した従来技術 D1
が検索され、D1 と本発明との区別される特徴は、
複数の部材の間の接続関係であり、このような区別
される特徴に基づいて、技術的問題を、複数の部材
の間の接続の実現方法として確定されることがあ
る。このように確定された技術的問題は上位すぎて
広範であり、このような部材の間の接続関係の本発
明において果たす役割については考慮されていな
い。 

別の例として、審査官は最も近似した従来技術
D1が検索され、D1と本発明との区別される特徴は、
本発明における端末とサーバーとの間の信号交互
タイミングが D1と異なることにある。このような
区別される特徴に基づき、審査官は情報伝送を実現
する方法を技術的問題として確定することがある。
このように確定された技術的問題は、本発明の特定
の適用情景における信号交互を通信分野における
情報伝送問題に直接上位させ、本発明の特定の適用
情景におけるこのような端末とサーバーとの間の
信号交互タイミングのもたらす効果を完全に無視
した。

『専利審査指南』の改訂後、上記の 2つの例のよ
うな技術的問題を確定する審査意見の確率は低下
するはずである。このような状況が発生した場合、
出願人は審査意見に応答する際に審査官の確定し
た技術的問題の非合理性を指摘すれば良い。 

c. 改訂された指南の要求に基づいて技術的問題
を確定する場合、区別される技術的特徴のもたらす
技術的効果を全体的に考慮しなければならない。 
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実務では、複数の区別される特徴がある場合、審
査官は、この複数の区別される特徴を 1つずつ分析
し、それぞれの区別される特徴によって解決される
技術的問題を確定し、さらに、これらの技術的問題
を単に組み合わせて本発明が解決しようとする技
術的問題を取得する。このような技術的問題の確定
方法は、多くの場合、技術的特徴の間の関連性を無
視しやすく、単に単一の特徴を単一の問題にマッピ
ングして、その結果、各特徴のそれぞれの創造的な
貢献が十分ではないと認識されてしまう。

いわゆる関連特徴は、機械分野では、機械的な配
合関係のある複数の部材である可能性があり、通信
分野では、信号伝送に関連つけられている複数のス
テップである可能性があり、化学分野では、化学反
応における関連するステップ、プロセス条件などで
ある可能性がある。これらの関連特徴が連携して特
定の技術的効果を生み出し、この特定の技術的効果
を考慮して、これらの関連特徴によって解決する技
術的問題を確定する必要がある。このような技術的
問題のみに基づいて、進歩性の判断の第 3段階で区
別される特徴が明らかであるかを合理的に判断で
きる。これは、「審査官は、発明が進歩性を有して
いるか否かを評価する場合、発明の技術方案自体だ
けでなく、発明が属する技術分野、解決すべき技術
的問題、及び生じた技術的効果も考慮し、発明を全
体として考慮しなければならない」という審査指南
3.1節に規定の審査原則と一致しており、両処の規
定はいずれも発明の完全性を強調している。

2、公知常識に関する挙証要求の増加 

『専利審査指南』の改訂前に、審査官がある特徴
が公知常識であると認識した場合、推論又は証拠を
提供することができる。実際には、審査官はしばし
ば推論だけを提供し、証拠を提供することがほとん
どない。 

『専利審査指南』の改訂後には、推論と証拠を提
供する優先順位が変更され、最初に証拠を提供する
よう審査官に要求される（上記の改訂 3 を参照）。
特に、審査官が請求の範囲における技術的問題の解
決に貢献する技術的特徴を公知常識として認識し
た場合、通常、それを証明する証拠を提供する必要
がある。これにより、審査官が公知常識を濫用して
進歩性を評論・叙述する確率がある程度制限される。 

三、改訂理由についての解読 

1、後知恵を避ける 

「3段階の方法」の本質は、統一的な判断方法を
提供することにより、進歩性に対する評論・叙述が
より客観的になることが望まれることにある。しか
し、技術的問題の判断自体は一定に主観的であるた
め、異なる技術的問題の確定により完全に異なる結
論につながる。 

欧州の「問題―解決方案（problem-solution 
approach）」の判断方法は、中国の「3段階の方法」
と似ているが、欧州は、「可能―できる」（could－
would approach）という判断方法を提出して「後
知恵」を避ける。 

中国の『専利審査指南』にも「後知恵」に関する
類似している規定があるが（第二部分第四章第 6.2
節に記載の「審査官は、発明の進歩性について審査
する場合、発明の内容を了解した後に判断を下すた
め、容易に発明の進歩性を過小評価し、したがって、
「後知恵」の間違いを犯す」を参照）、「後知恵」の
具体的な状況については示していない。 

今度の『専利審査指南』の改訂では、第 2段階の
技術的問題を確定する際に、区別される特徴の保護
を請求する発明において達成できる技術的効果を
考慮することが要求され、審査官が改めて確定した
技術的問題を、最も近似した従来技術と組み合わせ
るための補助引用文献又は公知常識に近づくこと、
又は、技術的問題を広すぎて上位的に確定すること
が、ある程度制限され、改めて確定した技術的問題
が発明を行うときの発明者の技術的思想を反映し
て、「後知恵」を避けることができるようになる。 

2、公知常識に対する社会公衆の認識異議への対応 

改訂前の『専利審査指南』によれば、審査官は、
証拠を提供することなく、推論のみを通じてある特
徴が公知常識に属していることを認定することが
できる。我々の実務経験と不完全な統計によると、
審査意見で公知常識を使用して進歩性を評価する
審査官の割合が 60%と高い[2]。審査官が公知常識
を引用して、出願人が発明点とみなす特徴を評価す
ることは珍しくない。出願人が審査官に証拠の提供
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を要求したとしても、審査官はしばしば応答せず、
その結果、公知常識の濫用が生じた。 

改訂された『専利審査指南』は、審査官が進歩性
についての評論・叙述における公知常識の引用を規
制しかつ、技術的問題の解決に貢献する技術的特徴
（例えば発明点に関わる特徴）が公知常識に属する
と審査官が考える場合、通常証拠を提供しなければ
ならないことを明確に規定した。 

将来、審査意見で公知常識を使用して進歩性を評
価する割合が減少し、中国の審査官は進歩性を評価
するためにより多くの証拠を提供することが予見
できる。 

四、改訂後の影響と提案 

4.1. 全体として、今度の改訂は出願人にとっ
て有益であり、審査官にはより多くの約束と負担を
加えた。現在の審査中の出願、及び 2019 年 11月
1日以降に提出した出願について、審査意見を受け
取った後、出願人が公知常識についての審査官の認
識に同意しない場合、特に審査官が発明点に関わる
特徴を公知常識として認識することに同意しない
場合、審査意見に応答する際に証拠を提供するよう
審査官に要求することができる。それ以外、審査官
に本発明の真の改善を理解させ、発明ポイントに対
する理解の逸脱を避けるように、技術思想を本発明
の技術背景と組み合わせて審査官に説明すること
も提案する。 

4.2. 改訂後の審査指南では、公知常識の証拠
の形式に関するさらなる規定がない。指南では、公
知常識に関する概念は例として挙げられ、そのうち、
公知常識は、例えば、本分野において当該改めて確
定した技術的問題を解決する慣用的な手段、又は、
教科書や参考書などであると指摘した（『専利審査
指南』の第二部分第四章第 3.2.1.1 節を参照）。指
南の第五部分第八章では、無効段階の公知常識の挙
証について、「ある技術手段が本分野の公知常識で
あると主張する当事者が、その主張に挙証責任を負

う。…当事者は、教科書又は技術辞書、技術マニュ
アルなどの参考書に記載の内容によって、ある技術
が本分野の公知常識であることを証明することが
できる」のように規定した。

上記の指南の規定から、公知常識の証拠は、本
分野の教科書、参考書、技術辞書、技術マニュアル
などであってもよい。 

実体審査段階で審査官が審査する案件数が多
いことを考慮すると、審査官に公知常識の証拠を提
供し、同時に公知常識の証拠の形式を教科書、参考
書、技術辞書、技術マニュアルに制限する場合、審
査の効率に影響する可能性がある。筆者は、将来の
審査意見には、例えば、Webページ、Webビデオ、
ジャーナルや雑誌に記載の文章などの、他の公知常
識の証拠形式が現れるかもしれないと予備的に判
断されている。もちろん、これらの新しい形式の証
拠の公開日の認定方法、及び、それらを公知常識と
みなすべきかどうかも、将来に考慮する必要がある
問題かもしれない。 

4.3 今度の指南の改訂には、進歩性の考慮要因
として技術的問題自体を含まれていなかった。「3
段階の方法」の第 2段階では技術的問題をデフォル
トで確定されているが、多くの場合、ある技術的問
題の発見はそれ自体が自明ではなく、したがって当
該問題を解決する技術方案も非自明となる。欧州特
許庁は、関連する決定において、技術的問題の発見
自体は非自明である可能性があり、その結果、対応
する特許出願に特許性を持たせようにしたと指摘
した（欧州上訴委員会の決定 T2/83を参照）。将来
の CNIPA の進歩性判断においても技術的問題の発
見という要因を追加されることが望まれる。

[1] 国家知識産権局サイト『『専利審査指南』
の改訂についての公告（第 328号）』http://www.
sipo.gov.cn/zfgg/1142481.htm 

[2] 張浴月，『隆天知識産権速報』2016 年 6
月刊。 
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